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整備計画局施設計画課長

（公印省略）

特定建設工事共同企業体の構成員の一部が指名停止措置を受けた場合

の取扱いについて（通知）

標記について、申請書及び資料の提出期限の日から開札の時までの期間に特定建

設工事共同企業体の構成員の一部が指名停止措置を受けた場合については、当該指

名停止措置を受けた者（以下「被指名停止会社」という。）を含む特定建設工事共

同企業体全体について指名停止措置が講じられ、その結果当該特定建設工事共同企

業体の競争参加資格が認められないこととされているところであるが、その場合の

取扱いについて、下記のとおり定め、平成２８年４月１日以降に適用することとし

たので、遺漏のないよう措置されたい。

なお、特定建設工事共同企業体の構成員の一部が指名停止措置を受けた場合の取

扱いについて（防整施第１７５６２号。２７．１０．１）は、平成２８年３月３１

日限りで廃止する。

記

１ 基本的な手続

⑴ 当該特定建設工事共同企業体の被指名停止会社以外の構成員（以下「残余の

構成員」という。）については、入札書の受付を開始する時より前であれば、

入札公告に定める期限にかかわらず、被指名停止会社に代わる構成員を補充し

た上で、新たに特定建設工事共同企業体を結成し、特定建設工事共同企業体と

しての認定（以下「認定」という。）及び競争参加資格の確認（以下「確認」

という。）の申請を行うことができるものとする。

⑵ 前号の規定にかかわらず、残余の構成員が２社である場合においては、当該

２社が新たに特定建設工事共同企業体を結成することにより、認定及び確認の

申請を行うことができるものとする。

⑶ 前２号の規定にかかわらず、残余の構成員は、被指名停止会社に代わる構成

員を補充せず、単独で確認の申請を行うことができるものとする。

⑷ 前３号の規定に基づく申請は、構成員の一部が指名停止を受けたこと以外の

理由により、認定若しくは確認の申請を行った場合には、これを却下するもの

とする。

⑸ 第１号及び第２号の認定及び確認の申請があることをもって入札公告に定め

る入札及び開札の日時を変更することは行わないものとする。



⑹ 第１号及び第２号の認定及び確認の手続は、できる限り開札の時までに終了

するよう、速やかに行うものとする。

２ 総合評価落札方式を実施する場合の申請期限の特例

⑴ 総合評価落札方式を実施する場合における前項第１号から第３号まで規定に

基づく申請は、次のア及びイに掲げる期限内に受け付けるものとする。

ア 公共工事の品質確保の促進に関する法律（平成１７年法律第１８号）第１

７条に基づく技術提案の改善を行う場合は、入札説明書等に記載する技術提

案の再提出の期限（技術提案の再提出が２回以上行われるときは、当該指名

停止の後の直近の技術提案の再提出の期限）

イ ア以外の場合は、技術提案の審査に必要な日数に応じて、参加資格がない

と認めた理由の説明請求期限から入札書の受付を開始する時までの間で、契

約担当官等（防衛省所管契約事務取扱細則（平成１８年防衛庁訓令第１０８

号）第２条に規定する契約担当官等をいう。）が定める期限

⑵ 前号の期限は、入札説明書等に明記するものとする。この場合においては、

前項第６号の規定にかかわらず、認定及び確認の手続は、開札の時までに終了

するものとする。

３ その他

本取扱いにより難い場合は、整備計画局建設制度官と協議するものとする。

写送付先：整備計画局施設整備官、提供施設計画官、施設技術管理官


